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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　フローチューブの振動モードを励振しながら前記フローチューブ内に物質を投入するこ
とであって、前記フローチューブの振動モードを励振することが第一のドライバを第一の
信号で周期的に駆動させるステップと第二のドライバを第二の信号で周期的に駆動するス
テップとを含み、前記第二のドライバが前記第一のドライバと実質的に同位相で駆動され
、前記第二のドライバの振幅変調駆動信号が最小振幅に達する時に前記第一のドライバの
振幅変調駆動信号が最大振幅に達し、前記第二のドライバの振幅変調駆動信号が最大振幅
に達する時に前記第一のドライバの振幅変調駆動信号が最小振幅に達する、物質を投入す
ることと、
　第一のピックオフと第二のピックオフとの間の相対位相を測定することと、
　前記フローチューブの右側固有ベクトルの相対位相を求めることと、
　前記第一のドライバの振幅変調駆動信号が最大振幅に達する時と前記第二のドライバの
振幅変調駆動信号が最大振幅に達する時との間に生じる周波数シフトを測定することと、
　前記第一の信号をある位相シフトだけオフセットさせることと、
　前記周波数シフトが実質的に検出できなくなるまで前記第一の信号のオフセットを調節
することと、
　前記周波数シフトを実質的に検出できなくするのに必要な前記第一の信号のオフセット
から左側固有ベクトル係数の相対位相を求めることと、
を含む、方法。
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【請求項２】
　前記フローチューブを流れる前記物質の実際の流量を求めるステップが、前記右側固有
ベクトルの相対位相を用いて前記フローチューブを流れる前記物質の補正前流量を求める
ことと、前記左側固有ベクトル係数の相対位相を用いて前記フローチューブを流れる前記
物質の流量のゼロオフセットを求めることとをさらに含む、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記ゼロオフセットにより補正された前記右側固有ベクトルの相対位相を用いて前記フ
ローチューブを流れる前記物質の流量を求めることをさらに含む、請求項２に記載の方法
。
【請求項４】
　右側固有ベクトルの相対位相を求めることと、
　前記右側固有ベクトルの相対位相と左側固有ベクトルの相対位相とを重み付け平均する
ことにより、前記フローチューブを流れる前記物質の流量のゼロオフセットを求めること
をさらに含む、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　ドライバの切り換えにより引き起こされる周波数シフトを推定することと、該周波数シ
フトを流量と関連付けすることとをさらに含む、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　周波数変調二次無限インパルス応答適応ノッチフィルタを用いて前記周波数シフトが推
定される、請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　メーター電子機器にノッチフィルタ先鋭度（α）パラメータを入力することと、
　前記メーター電子機器にノッチフィルタ変調周波数（ｆｍ）パラメータを入力すること
と、
　前記ノッチフィルタ変調周波数（ｆｍ）パラメータおよび前記ノッチフィルタ先鋭度（
α）パラメータに基づいてノッチフィルタ適応率（λ）パラメータを求めることと、
　前記適応ノッチフィルタにピックオフ信号を入力することとを含み、
　前記適応ノッチフィルタがフィルタ出力を最小限に抑えるように適応される中心周波数
を有する、請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　前記ノッチフィルタの出力が前記切り換え周波数で復調される、請求項６に記載の方法
。
【請求項９】
　前記第一のドライバを第一のピックオフセンサーと並置することと、前記第二のドライ
バを第二のピックオフセンサーと並置することとをさらに含む、請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
　前記第一のドライバを第一の信号で周期的に駆動させるステップが前記第一のドライバ
を正弦波で駆動させることを含み、前記第二のドライバを前記第二の信号で周期的に駆動
させるステップが前記第二のドライバを正弦波で駆動させることを含む、請求項１に記載
の方法。
【請求項１１】
　フローチューブを振動モードで周期的に励振させながら、第二のドライバの振幅変調駆
動信号が最小振幅に達する時に第一のドライバの振幅変調駆動信号が最大振幅に達し、前
記第二のドライバの振幅変調駆動信号が最大振幅に達する時に前記第一のドライバの振幅
変調駆動信号が最小振幅に達するように、前記フローチューブに物質を流すことと、
　振動する前記フローチューブの相対運動を測定することと、
　前記フローチューブを前記振動モードで励振させながら右側固有ベクトルの相対位相を
測定することと、
　ゼロオフセットにより補正された右側固有ベクトルの相対位相を用いて前記フローチュ
ーブを流れる前記物質の流量を求めることと、
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　前記フローチューブの左側固有ベクトルの相対位相を用いて前記フローチューブを流れ
る前記物質を止めることなく新たなゼロオフセットを求めることと、
　前記新たなゼロオフセットにより補正された右側固有ベクトルの相対位相を用いて前記
フローチューブを流れる前記物質の流量を求めることと
　を含む、方法。
【請求項１２】
　前記第一のドライバを第一のピックオフセンサーと並置することと、前記第二のドライ
バを第二のピックオフセンサーと並置することとをさらに含む、請求項１１に記載の方法
。
【請求項１３】
　振動式流量計（５）であって、
　１つ以上のフローチューブ（１０３、１０３’）ならびに第一のピックオフセンサー（
１７０Ｌ）および第二のピックオフセンサー（１７０Ｒ）を有する流量計組立体（１０）
と、
　前記１つ以上のフローチューブ（１３０、１３０’）を振動させるように構成される第
一のドライバ（１８０Ｌ）および第二のドライバ（１８０Ｒ）と、
　前記第一のピックオフセンサー（１７０Ｌ）および前記第二のピックオフセンサー（１
７０Ｒ）と結合され、前記第一のドライバ（１８０Ｌ）および前記第二のドライバ（１８
０Ｒ）と結合され、前記第一のドライバ（１８０Ｌ）に第一の信号を提供し、前記第二の
ドライバ（１８０Ｒ）に第二の信号を提供するように構成されるメーター電子機器（２０
）とを備え、
　前記第二のドライバ（１８０Ｒ）が前記第一のドライバ（１８０Ｌ）と実質的に同位相
で駆動され、前記第二のドライバ（１８０Ｒ）の振幅変調駆動信号が最小振幅に達する時
に前記第一のドライバ（１８０Ｌ）の振幅変調駆動信号が最大振幅に達し、前記第二のド
ライバ（１８０Ｒ）の振幅変調駆動信号が最大振幅に達する時に前記第一のドライバ（１
８０Ｌ）の振幅変調駆動信号が最小振幅に達し、前記メーター電子機器（２０）が第一の
ピックオフ（１７０Ｌ）と第二のピックオフ（１７０Ｒ）との間の相対位相を測定し、前
記フローチューブの右側固有ベクトルの相対位相を求めるように構成されてなり、且つ、
　前記メーター電子機器（２０）が、前記第一のドライバ（１８０Ｌ）の振幅変調駆動信
号が最大振幅に達する時と前記第二のドライバ（１８０Ｒ）の振幅変調駆動信号が最大振
幅に達する時との間に生じる周波数シフトを測定し、 前記第一の信号をある位相シフト
だけオフセットし、 前記周波数シフトを実質的に検出できなくなるまで前記第一の信号
のオフセットを調節し、 前記周波数シフトを実質的に検出できなくするのに必要な前記
第一の信号のオフセットから左側固有ベクトル係数の相対位相を求めるように構成されて
なる、振動式流量計（５）。
【請求項１４】
　前記メーター電子機器（２０）が、前記右側固有ベクトルの相対位相を用いて前記一つ
以上のフローチューブ（１３０、１３０’）を流れる物質の補正前流量を求め、前記左側
固有ベクトル係数の相対位相を用いて前記１つ以上のフローチューブ（１３０、１３０’
）を流れる前記物質の流量のゼロオフセットを求めるようにさらに構成されてなる、請求
項１３に記載の振動式流量計（５）。
【請求項１５】
　前記メーター電子機器（２０）が、前記ゼロオフセットにより補正された前記右側固有
ベクトルの相対位相を用いて前記１つ以上のフローチューブ（１３０、１３０’）を流れ
る前記物質の流量を求めるようにさらに構成されてなる、請求項１４に記載の振動式流量
計（５）。
【請求項１６】
　前記メーター電子機器（２０）が、右側固有ベクトルの相対位相を求め、該右側固有ベ
クトルの相対位相と左側固有ベクトルの相対位相とを重み付け平均することにより前記１
つ以上のフローチューブ（１３０、１３０’）を流れる物質の流量のゼロオフセットを求



(4) JP 6615311 B2 2019.12.4

10

20

30

40

50

めるようにさらに構成されてなる、請求項１３に記載の振動式流量計（５）。
【請求項１７】
　前記メーター電子機器（２０）が、ドライバの切り換えにより引き起こされる周波数シ
フトを推定し、該周波数シフトを流量に関連付けするようにさらに構成されてなる、請求
項１６に記載の振動式流量計（５）。
【請求項１８】
　前記周波数シフトの推定を実行するように構成される前記メーター電子機器（２０）と
共に周波数変調二次無限インパルス応答適応ノッチフィルタを備えてなる、請求項１７に
記載の振動式流量計（５）。
【請求項１９】
　前記メーター電子機器（２０）がノッチフィルタ先鋭度（α）パラメータおよびノッチ
フィルタ変調周波数（ｆｍ）を受け取るようにさらに構成され、前記メーター電子機器（
２０）が前記ノッチフィルタ変調周波数（ｆｍ）および前記ノッチフィルタ先鋭度（α）
パラメータに基づいてノッチフィルタ適応率（λ）パラメータを求め、前記適応ノッチフ
ィルタにおいてピックオフ信号を受け取るように構成され、前記適応ノッチフィルタがフ
ィルタ出力を最小化するように適応される中心周波数を有してなる、請求項１８に記載の
振動式流量計（５）。
【請求項２０】
　前記ノッチフィルタの出力を前記切り換え周波数で復調するように構成されてなる、請
求項１８の振動式流量計（５）。
【請求項２１】
　前記第一のドライバ（１８０Ｌ）が前記第一のピックオフセンサー（１７０Ｌ）と並置
され、前記第二のドライバ（１８０Ｒ）が前記第二のピックオフセンサー（１７０Ｒ）と
並置されてなる、請求項１３に記載の振動式流量計（５）。
【請求項２２】
　前記第一の信号が正弦波である、請求項１３に記載の振動式流量計（５）。
【請求項２３】
　前記フィルタが複数のフィルタ係数を有してなる、請求項１８に記載の振動式流量計（
５）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は流量計に関するものであり、とくにコリオリ式流量計に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　流体を搬送するチューブを正弦波運動させ、チューブ上の２つ以上の部位における振動
応答の間の時間遅延（または位相角）を測定することにより、コリオリ式流量計により質
量流用が測定される。実際の状況では、時間遅延は、質量流量に対して直線的に変化する
ものの、質量流量が零の時に零でないのが一般的である。たとえば、装置電子機器には、
非比例減衰、残留柔軟性応答、電磁気的クロストークまたは位相遅延の如き複数の要因に
より起こされるゼロ流量遅延またはゼロ流量オフセットが一般的に存在する。
【０００３】
　このゼロ流量オフセットは、通常、ゼロ流量状態においてゼロ流量オフセットを測定し
、流れのある間に測定される次の測定結果からゼロ流量オフセット測定値を減算すること
により補正される。ゼロ流量オフセットが一定のままならば、ゼロ流量オフセット問題の
解決にはこれで十分のはずである。しかしながら残念なことには、ゼロ流量オフセットは
、周囲環境（たとえば、温度）の僅かな変化によりまたは物質が流れる配管システムの変
化により影響を受ける恐れがある。ゼロ流量オフセットが変化すると流量測定値に誤差を
生じさせてしまう。正常動作時、流れのない状態と流れのない状態との間に長い期間があ
り、これらの流れのない状態においてのみ流量計をゼロに設定して流量計を較正すること
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定結果に大きな誤差が生じてしまう恐れがある。
【０００４】
　コリオリ式流量計の動作は数式を用いて説明することができる。このことについてはＭ
ｉｃｒｏ　Ｍｏｔｉｏｎ　Ｉｎｃ．社に付与された米国特許第７，４４１，４６９号およ
び同第７，７０６，９８７号にさらに詳細に記載されている。これらの特許はここで参照
することにより援用するものとする。線形システムの運動を説明する一般１次微分方程式
系（ｇｅｎｅｒａｌ　ｓｙｓｔｅｍ　ｏｆ　ｆｉｒｓｔ　ｏｒｄｅｒ　ｄｉｆｆｅｒｅｎ
ｔｉａｌ　ｅｑｕａｔｉｏｎｓ）は次の通りである：
【０００５】
【数１】

 
【０００６】
　式（１）において、ＭおよびＫは系の質量マトリックスおよび剛性マトリックスであり
、Ｃは減衰に起因する対称な構成要素およびコリオリ力に起因する歪対称な構成要素を有
しうる一般減衰マトリックスである。
【０００７】

【数２】

 
【０００８】
　式１は式２に書き直すことができる。式２において、Ａはマトリックス
【０００９】

【数３】

 
【００１０】
と等しく、Ｂはマトリックス
【００１１】

【数４】

 
【００１２】
と等しく、ｕは
【００１３】
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【数５】

 
【００１４】
と等しい。
【００１５】
　式１および式２に目を向けると、この運動方程式についての洞察を得ることができる。
式（２）に関連する一般固有値問題は、右側固有ベクトル、φ（ｒ）についての次のよう
な解を得ることができる：
【００１６】
【数６】

【００１７】
　ＡマトリックスおよびＢマトリックスが対称な場合、固有ベクトルを用いて運動方程式
を対角化（ｄｉａｇｏｎｉｚｅ）または分離（ｄｅｃｏｕｐｌｅ）させることができる。
分離後の方程式は容易に解くことができる。例えばＣがコリオリマトリックスを含む非対
称なシステムの場合、右側固有ベクトルは運動方程式を対角化せず、結合方程式が得られ
る。結合方程式は解くのがより困難であり、解を求める妨げとなる。非対称なＡマトリッ
クスまたはＢマトリックスを対角化するには左側固有ベクトルが必要となる。次の導出は
この過程を示したものである。左側固有ベクトルは次の一般化された固有値問題の解を求
めることにより得られる：
【００１８】
【数７】

 
【００１９】
　コリオリ式流量計の場合、ＭおよびＫは通常対称である。流れがない場合、Ｃも対称で
あるので、システムマトリックスＡおよびＢは対称となる。この場合、式（３）および式
（４）は同一であり、左側固有ベクトルは右側固有ベクトルと同じである。流れがある場
合、Ｃマトリックスに付随する非対称性により左側固有ベクトルは右側固有ベクトルとは
異なるものとなる。
【００２０】
　ｊ’番目の右側固有ベクトルを検討すると：
【００２１】
【数８】

 
【００２２】
また、ｉ’番目の左側固有ベクトルを検討すると；
【００２３】
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【００２４】
　式（５）を
【００２５】

【数１０】

 
【００２６】
で前から乗算（ｐｒｅ－ｍｕｌｔｉｐｌｙ）し、式（６）を
【００２７】

【数１１】

 
【００２８】
で後から乗算（ｐｏｓｔ－ｍｕｌｔｉｐｌｙ）し、両者の差を計算すると、次の式が得ら
れる：
【００２９】

【数１２】

 
【００３０】
　式（５）を１／λｊで乗算し、式（６）を１／λｉで乗算し、同じ手順を行うことによ
り，次の式が得られる：
【００３１】

【数１３】

 
【００３２】
　式（７）および式（８）は、システムマトリックスＡまたはＢに左側固有ベクトルマト
リックスΦ（Ｌ）を前乗算し、右側固有ベクトルマトリックスΦ（Ｒ）を後乗算すること
により、システムマトリックスが対角化されることを示している。すなわち次の式が得ら
れる：
【００３３】
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【数１４】

 
【００３４】
　左側固有ベクトルマトリックスおよび右側固有ベクトルマトリックスがシステムマトリ
ックスを対角化するという事実は、一組の右側固有ベクトルおよび一組の左側固有ベクト
ルトの両方が一次独立であることを意味する。いずれの組でも応答の座標系の基底として
用いることができる。左側固有ベクトルと右側固有ベクトルとの間の差が歪対称を有する
コリオリマトリックスに起因するということを認識することが本発明の１つの基礎をなし
ている。
【００３５】
　流量計の数学モデルに関しては、非コリオリ効果をモデル化する質量マトリックス、剛
性マトリックスおよび減衰マトリックスは対称である。流れのないシステムの場合、左側
固有ベクトルおよび右側固有ベクトルは同一である（任意の倍率内では）。しかしながら
、流れに付随するコリオリ力は、数学モデルでは歪対称減衰行列となって現れる（転置行
列が元のマトリックスに負の符号を付けたものとなる）。歪対称コリオリマトリックスに
よりシステムの左側固有ベクトルと右側固有ベクトルとを異ならせる。非比例減衰のない
流れシステムの場合、左側固有ベクトルの様々な係数間の相対位相は右側固有ベクトルの
同じ係数間の相対位相と大きさが等しく、符号が反対である。非比例減衰を有するシステ
ムの場合、これらの位相値は左側固有ベクトルおよび右側固有ベクトルの両方について等
しくオフセットされるが、差は同じままである。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００３６】
　以上のように、左側固有ベクトルおよび右側固有ベクトルの位相特性を正確に測定する
ことができる場合、この特性は、非比例減衰からのゼロオフセットに起因する位相と物質
流れに起因する位相とを区別し、付随するゼロオフセット誤差をなくすことを可能とする
。したがって、流動時にゼロ流量オフセットを正確に較正するためのシステムおよび方法
が必要とされている。
【課題を解決するための手段】
【００３７】
　フローチューブの振動モードを励振しながらフローチューブに物質を投入することを含
む方法が提供されている。フローチューブの振動モードを励振することは、第一のドライ
バを第一の信号で周期的に駆動させるステップと、第二のドライバを第二の信号で周期的
に駆動させるステップとを含み、第二のドライバが第一のドライバと実質的に同位相で駆
動され、第二のドライバの振幅変調駆動信号が最小振幅に達する時に第一のドライバの振
幅変調駆動信号が最大振幅に達し、第二のドライバの振幅変調駆動信号が最大振幅に達す
る時に第一のドライバの振幅変調駆動信号が最小振幅に達する。加えて、フローチューブ
の振動モードを励振することは、第一のピックオフと第二のピックオフとの間の相対位相
を測定するステップと、 フローチューブの右側固有ベクトルの相対位相を求めるステッ
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プとを含む。
【００３８】
　フローチューブを振動モードで周期的に励振させながら、第二のドライバの振幅変調駆
動信号が最小振幅に達する時に第一のドライバの振幅変調駆動信号が最大振幅に達し、第
二のドライバの振幅変調駆動信号が最大振幅に達する時に第一のドライバの振幅変調駆動
信号が最小振幅に達するように、フローチューブに物質を流すことを含む方法が提供され
ている。かかる方法は、振動するフローチューブの相対運動を測定するステップと、フロ
ーチューブの振動モードを励振しながら右側固有ベクトルの相対位相を測定するステップ
と、ゼロオフセットにより補正された右側固有ベクトルの相対位相を用いてフローチュー
ブを流れる物質の流量を求めるステップとをさらに含んでいる。フローチューブの左側固
有ベクトルの相対位相を用いてフローチューブを流れる物質の流れを止めることなく新た
なゼロオフセットがさらに求められる。加えて、新たなゼロオフセットにより補正された
右側固有ベクトルの相対位相を用いてフローチューブを流れる物質の流量がさらに求めら
れる。
【００３９】
　１つ以上のフローチューブと、第一のピックオフセンサーおよび第二のピックオフセン
サーと、１つ以上のフローチューブを振動させるように構成される第一のドライバおよび
第二のドライバとを有する流量計組立体を備える振動式流量計が提供されている。メータ
ー電子機器が、第一のピックオフセンサーおよび第二のピックオフセンサーと結合され、
さらに、第一のドライバおよび第二のドライバと結合されている。このメーター電子機器
は、第一のドライバに第一の信号を提供し、第二のドライバに第二の信号を供給するよう
に構成され、第二のドライバと第一のドライバとは実質的に同位相で駆動され、第二のド
ライバの振幅変調駆動信号が最小振幅に達する時に第一のドライバの振幅変調駆動信号が
最大振幅に達し、第二のドライバの振幅変調駆動信号が最大振幅に達する時に第一のドラ
イバの振幅変調駆動信号が最小振幅に達するようになっている。また、メーター電子機器
は、第一のピックオフと第二のピックオフとの間の相対位相を測定し、フローチューブの
右側固有ベクトルの相対位相を求めるようにさらに構成されている。
態様
　ある態様によれば、ある実施形態にかかる方法は、フローチューブの振動モードを励振
しながらフローチューブ内に物質を投入することであって、フローチューブの振動モード
を励振することが、第一のドライバを第一の信号で周期的に駆動させるステップと、第二
のドライバを第二の信号で周期的に駆動するステップとを含み、第二のドライバが第一の
ドライバと実質的に同位相で駆動され、第二のドライバの振幅変調駆動信号が最小振幅に
達する時に第一のドライバの振幅変調駆動信号が最大振幅に達し、第二のドライバの振幅
変調駆動信号が最大振幅に達する時に第一のドライバの振幅変調駆動信号が最小振幅に達
する、物質を投入することと、第一のピックオフと第二のピックオフとの間の相対位相を
測定することと、フローチューブの右側固有ベクトルの相対位相を求めることとを含んで
いる。
【００４０】
　好ましくは、かかる方法は、第一のドライバの振幅変調駆動信号が最大振幅に達する時
と第二のドライバの振幅変調駆動信号が最大振幅に達する時との間に生じる周波数シフト
を測定することと、第一の信号をある位相シフトだけオフセットさせることと、周波数シ
フトを実質的に検出できなくなるまで第一の信号のオフセットを調節することと、周波数
シフトを実質的に検出できなくするのに必要な第一の信号のオフセットから左側固有ベク
トル係数の相対位相を求めることとをさらに含んでいる。
【００４１】
　好ましくは、フローチューブを流れる物質の実際の流量を求めるステップは、右側固有
ベクトルの相対位相を用いてフローチューブを流れる物質の補正前流量を求めることと、
補正前流量を実際の流量と比較することによりフローチューブを流れる物質の流量のゼロ
オフセットを求めることとをさらに含んでいる。
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【００４２】
　好ましくは、かかる方法は、ゼロオフセットにより補正された右側固有ベクトルの相対
位相を用いてフローチューブを流れる物質の流量を求めることをさらに含んでいる。
【００４３】
　好ましくは、かかる方法は、右側固有ベクトルの相対位相を求めることと、右側固有ベ
クトルの相対位相を左側固有ベクトルの相対位相で重み付け平均することにより、フロー
チューブを流れる物質の流量のゼロオフセットを求めることをさらに含んでいる。
【００４４】
　好ましくは、かかる方法は、ドライバの切り換えにより引き起こされる周波数シフトを
推定することと、周波数シフトを流量と関連付けすることとをさらに含んでいる。
【００４５】
　好ましくは、この周波数シフトは、周波数変調二次無限インパルス応答適応ノッチフィ
ルタで推定される。
【００４６】
　好ましくは、かかる方法は、メーター電子機器にノッチフィルタ先鋭度（α）パラメー
タを入力することと、メーター電子機器にノッチフィルタ変調周波数（ｆｍ）パラメータ
を入力することと、ノッチフィルタ変調周波数（ｆｍ）パラメータおよびノッチフィルタ
先鋭度（α）パラメータに基づいてノッチフィルタ適応率（λ）パラメータを求めること
と、適応ノッチフィルタにピックオフ信号を入力することとを含んでいる。周波数変調二
次無限インパルス応答適応ノッチフィルタはフィルタ出力を最小化するように適応される
中心周波数を有している。
【００４７】
　好ましくは、周波数変調二次無限インパルス応答適応ノッチフィルタの出力は切り換え
周波数で復調される。
【００４８】
　好ましくは、かかる方法は、第一のドライバを第一のピックオフセンサーと並置するこ
とと、第二のドライバを第二のピックオフセンサーと並置することとをさらに含んでいる
。
【００４９】
　好ましくは、第一のドライバを第一の信号で周期的に駆動させるステップは、第一のド
ライバを正弦波で駆動させることを含み、第二のドライバを第二の信号で周期的に駆動さ
せるステップは第二のドライバを正弦波で駆動させることを含んでいる。
【００５０】
　ある態様によれば、ある実施形態にかかる方法は、フローチューブを振動モードで周期
的に励振させながら、第二のドライバの振幅変調駆動信号が最小振幅に達する時に第一の
ドライバの振幅変調駆動信号が最大振幅に達し、第二のドライバの振幅変調駆動信号が最
大振幅に達する時に第一のドライバの振幅変調駆動信号が最小振幅に達するように、フロ
ーチューブに物質を流すことと、振動するフローチューブの相対運動を測定することと、
フローチューブの振動モードを励振しながら右側固有ベクトルの相対位相を測定すること
と、ゼロオフセットにより補正された右側固有ベクトルの相対位相を用いてフローチュー
ブを流れる物質の流量を求めることと、フローチューブの左側固有ベクトルの相対位相を
用いて、フローチューブを流れる物質を止めることなく新たなゼロオフセットを求めるこ
とと、新たなゼロオフセットにより補正された右側固有ベクトルの相対位相を用いて、フ
ローチューブを流れる物質の流量を求めることとを含んでいる。
【００５１】
　好ましくは、かかる方法は、第一のドライバを第一のピックオフセンサーと並置するこ
とと、第二のドライバを第二のピックオフセンサーと並置することとをさらに含んでいる
。
【００５２】
　ある態様によれば、振動式流量計は、１つ以上のフローチューブと第一のピックオフセ



(11) JP 6615311 B2 2019.12.4

10

20

30

40

50

ンサーおよび第二のピックオフセンサーとを有する流量計組立体と、１つ以上のフローチ
ューブを振動させるように構成される第一のドライバおよび第二のドライバと、第一のピ
ックオフセンサーおよび第二のピックオフセンサーと結合され、第一のドライバおよび第
二のドライバと結合され、第一のドライバに第一の信号を提供し、第二のドライバに第二
の信号を提供するように構成されるメーター電子機器とを備え、第二のドライバは第一の
ドライバと実質的に同位相で駆動され、第一のドライバの振幅変調駆動信号は第二のドラ
イバの振幅変調駆動信号が最小振幅に達する時に最大振幅に達し、第二のドライバの振幅
変調駆動信号が最大振幅に達する時に最小振幅に達し、メーター電子機器は、第一のピッ
クオフと第二のピックオフとの間の相対位相を測定し、フローチューブの右側固有ベクト
ルの相対位相を求めるようにさらに構成されている。
【００５３】
　好ましくは、かかるメーター電子機器は、第一のドライバの振幅変調駆動信号が最大振
幅に達する時と第二のドライバの振幅変調駆動信号が最大振幅に達する時との間に生じる
周波数シフトを測定し、第一の信号をある位相シフトだけオフセットし、周波数シフトを
実質的に検出できなくなるまで第一の信号のオフセットを調節し、周波数シフトを実質的
に検出できなくするのに必要な第一の信号のオフセットから左側固有ベクトル係数の相対
位相を求めるように構成されている。
【００５４】
　好ましくは、メーター電子機器は、右側固有ベクトルの相対位相を用いて１つ以上のフ
ローチューブを流れる物質の補正前流量を求め、補正前流量を実際の流量と比較すること
により１つ以上のフローチューブを流れる物質の流量のゼロオフセットを求めるようにさ
らに構成されている。
【００５５】
　好ましくは、メーター電子機器は、ゼロオフセットにより補正された右側固有ベクトル
の相対位相を用いて１つ以上のフローチューブを流れる物質の流量を求めるようにさらに
構成されている。
【００５６】
　好ましくは、メーター電子機器は、右側固有ベクトルの相対位相を求め、右側固有ベク
トルの相対位相を左側固有ベクトルの相対位相で重み付け平均することにより、１つ以上
のフローチューブを流れる物質の流量のゼロオフセットを求めるようにさらに構成されて
いる。
【００５７】
　好ましくは、メーター電子機器は、ドライバの切り換えにより引き起こされる周波数シ
フトを推定し、周波数シフトを流量に関連付けするようにさらに構成されている。
【００５８】
　好ましくは、振動式流量計は、周波数変調二次無限インパルス応答適応ノッチフィルタ
を備え、メーター電子機器は周波数シフトの推定を行なうように構成されている。
【００５９】
　好ましくは、メーター電子機器は、ノッチフィルタ先鋭度パラメータおよびノッチフィ
ルタ変調周波数を受け取るようにさらに構成されている。メーター電子機器は、先鋭度パ
ラメータおよびノッチフィルタ変調周波数に基づいてノッチフィルタ適応率パラメータを
求め、適応ノッチフィルタにおいてピックオフ信号を受け取るように構成されており、適
応ノッチフィルタはフィルタ出力を最小化するように適応される中心周波数を有している
。
【００６０】
　好ましくは、ノッチフィルタの出力は切り換え周波数で復調される。
【００６１】
　好ましくは、第一のドライバは第一のピックオフセンサーと並置され、第二のドライバ
は第二のピックオフセンサーと並置される。
【００６２】
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　好ましくは、第一の信号は正弦波である。
【００６３】
　好ましくは、フィルタは複数の適応可能なフィルタ係数を有している。
【図面の簡単な説明】
【００６４】
【図１】ある実施形態にかかる振動式流量計を示す図である。
【図２Ａ】本発明の例示的な実施形態において非湾曲位置にあるフローチューブを示す平
面図である。
【図２Ｂ】本発明の例示的な実施形態において主曲げモードに対応する湾曲位置にあるフ
ローチューブを示す平面図である。
【図２Ｃ】本発明の例示的な実施形態においてコリオリ力により誘発された捻れモードに
対応する湾曲位置にあるフローチューブを示す平面図である。
【図３】位相を周波数に転換する一例を示す図である。
【図４】従来の２位相切り換えを示す図である。
【図５Ａ】ある実施形態にかかる駆動信号を示す図である。
【図５Ｂ】ある実施形態にかかる周期的位相切り換えを示す図である。
【図５Ｃ】ある実施形態にかかる振幅変調信号を示す図である。
【図６】ある実施形態に従って右側固有ベクトルの相対位相を求める方法を示すフローチ
ャートである。
【図７】ある実施形態に従って左側固有ベクトルの相対位相を求める方法を示すフローチ
ャートである。
【図８】ある実施形態に従って流動時の流量計の実時間ゼロオフセット較正を示すフロー
チャートである。
【図９】ある実施形態に従ってヒルバートフィルタと適応ノッチフィルタとの間の左側固
有ベクトル誘発周波数比較を示す図である。
【図１０】ある実施形態に従って周波数変調適応ノッチフィルタを改善する方法を示すフ
ローチャートである。
【図１１】ある実施形態に従って捻れモードを抑制する方法を示すフローチャートである
。
【発明を実施するための形態】
【００６５】
　図１～図１１および下記の記載には、本発明を最良のモードで作製および利用する方法
を当業者に教示するための具体的な実施形態が示されている。本発明の原理を教示するた
めに、従来技術の一部が単純化または省略されている。当業者にとって明らかなように、
これらの実施形態の変形例もまた本発明の技術範囲内に含まれる。また、当業者にとって
明らかなように、下記の記載の構成要素を様々な方法で組み合わせて本発明の複数の変形
例を形成することもできる。したがって、本発明は、下記に記載の特定の実施形態に限定
されるものではなく、特許請求の範囲およびその均等物によってのみ限定されるものであ
る。
【００６６】
　残留柔軟性、電磁気的クロストークおよび電子測定システムの特性はすべてゼロオフセ
ットの原因となる。これらの影響の１つの解釈は、右側固有ベクトル位相の測定結果に誤
差を導入してしまうということである。駆動モード（右側固有ベクトル）を正確に測定す
ることができれば、非比例減衰がゼロオフセットを引き起こすただ一つの影響となる。こ
の誤差は左右固有ベクトルのΔｔ情報を用いて流れの影響から容易に区別することが可能
である。
【００６７】
　図１には、ある実施形態にかかる振動式流量計５が示されている。流量計５は、センサ
ー組立体１０と、センサー組立体１０と結合されているメーター電子機器２０とを備えて
いる。センサー組立体１０はプロセス物質の質量流量および密度に反応するようになって
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いる。メーター電子機器２０は、リード線１００を介してセンサー組立体１０に接続され
、通信リンク２６を通じて密度、質量流量、温度に関する情報および他の情報を提供する
ようになっている。コリオリ式流量計の構成が説明されているが、当業者にとって明らか
なように、本発明を振動管式デンシトメータとして用いられてもよい。
【００６８】
　センサー組立体１０は、マニホルド１５０、１５０’と、フランジネック１１０、１１
０’を有するフランジ１０３、１０３’と、並列に配置されるフローチューブ１３０、１
３０’と，第一のドライバ１８０Ｌおよび第二のドライバ１８０Ｒと、第一のピックオフ
センサー１７０Ｌおよび第二のピックオフセンサー１７０Ｒとを有している。第一のドラ
イバ１８０Ｌおよび第二のドライバ１８０Ｒは、１つ以上のフローチューブ１３０、１３
０’に間隔をおいて配置されている。加えて、実施形態によっては、センサー組立体１０
が温度センサー１９０を有している場合もある。フローチューブ１３０、１３０’はそれ
ぞれフローチューブマウント用ブロック１２０、１２０’に向けて互いに間隔が狭まって
行く２つの実質的に真っ直ぐな流入口脚部１３１、１３１’と流出口脚部１３４、１３４
’とを有している。フローチューブ１３０、１３０’はそれぞれその長さ方向に沿った位
置にある２つの対称な部位で曲がり、かつ、その長さ方向に沿って実質的に平行に配置さ
れている。ブレースバー１４０、１４０’は軸線Ｗおよびそれと実質的に平行な軸線Ｗ’
を規定する働きをし、各フローチューブはそれを中心として振動するようになっている。
特筆すべきことは、ある実施形態では、第一のドライバ１８０Ｌが第一のピックオフセン
サー１７０Ｌと並置され、第二のドライバ１８０Ｒが第二のピックオフセンサー１７０Ｒ
と並置されるようになっていてもよいという点である。
【００６９】
　フローチューブ１３０の側脚部１３１、１３４はそれぞれフローチューブマウント用ブ
ロック１２０、１２０’に固定されており、また、これらのブロックはそれぞれマニホル
ド１５０、１５０’に固定されている。同様に、フローチューブ１３０’の側脚部１３１
’、１３４’はそれぞれフローチューブマウント用ブロック１２０、１２０’に固定され
ている。このことにより、センサー組立体１０を通る連続しかつ閉じた物質経路が形成さ
れることになる。
【００７０】
　孔１０２、１０２’を有するフランジ１０３、１０３’を被測定プロセス物質を移送す
るプロセス配管（図示せず）と流入口端部１０４および流出口端部１０４’を介して接続
すると、物質は、フランジ１０３内のオリフィス１０１を通り、振動式流量計の流入口端
部１０４の中へと流入し、マニホルド１５０を通り、表面１２１を有するフローチューブ
マウント用ブロック１２０へと導かれていく。プロセス物質は、マニホルド１５０内で分
流し、フローチューブ１３０、１３０’を流れ、フローチューブ１３０、１３０’から流
出すると、マニホルド１５０’内で合流して１つのストリームとなり、その後、流出口端
部１０４’へ導かれる。この流出口端部１０４’は、ボルト孔１０２’を有するフランジ
１０３’によってプロセス配管（図示せず）に接続されている。
【００７１】
　フローチューブ１３０、１３０’は、それぞれ曲げ軸線Ｗ－Ｗ、Ｗ’－Ｗ’に対して実
質的に同一の質量分布、慣性モーメントおよびヤング率を有するように選択され、フロー
チューブマウント用ブロック１２０、１２０’に適切にマウントされる。これらの曲げ軸
線はブレースバー１４０、１４０’を貫通するようになっている。フローチューブのヤン
グ率が温度とともに変化し、この変化が流量および密度の計算結果に影響を与えるので、
測温抵抗体（ＲＴＤ）１９０がフローチューブ１３０’にマウントされてフローチューブ
の温度が連続的に測定されるようになっている。ＲＴＤ１９０の両端に現れる温度依存性
電圧は、フローチューブ温度の変化に起因するフローチューブ１３０、１３０’の弾性率
の変化を補償するためにメーター電子機器２０により用いられる。ＲＴＤ１９０はリード
線１９５によりメーター電子機器２０に接続されている。
【００７２】
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　図２Ａ～図２Ｃは、物質が流れるように構成されるフローチューブ１３０、１３０’を
示す平面図である。１８０Ｌおよび１８０Ｒはフローチューブ１３０、１３０’に沿って
間隔をおいて配置されている２つのドライバ（アクチュエータとも呼ぶ）である。好まし
い形態では、２つのドライバはフローチューブの軸方向中央部を中心に対称となるように
間隔をおいて配置されるようになっている。２つのドライバは、フローチューブ１３０、
１３０’に力を印加してフローチューブ１３０、１３０’を複数の振動モードで励振させ
るように構成されている。力は実質的にコヒーレント（たとえば、狭い周波数に制限され
たもの）であってもよいしまたは広帯域のものであってもよい。ドライバは、たとえばフ
ローチューブに取り付けられる磁石と、リファレンスに取り付けられて振動電流が流され
るコイルとから形成される既知の手段であってもよい。
【００７３】
　１７０Ｌ、１７０Ｒはそれぞれドライバ１８０Ｌ、１８０Ｒと並置される２つのセンサ
ー（ピックオフとも呼ぶ）を表している。これら２つのセンサーはフローチューブ１３０
、１３０’の位置および運動を表わす複数の信号を生成するように構成されている。また
、これら２つのセンサーには、様々なデバイス、たとえばコイルタイプ速度トラスデュー
サ、光学もしくは超音波運動センサー、レーザーセンサー、加速度計、慣性速度センサー
などが含まれうる。この実施形態では、２つのセンサーが例示され、各センサーがドライ
バ１８０Ｌ、１８０Ｒのうちの１つと並置されるようになっている。また、２を超える数
のセンサーを備える他の構成も可能である。
【００７４】
　図２Ａには、非湾曲状態にあるフローチューブ１３０、１３０’が示されている。等し
いパワーでアクチュエーターを駆動させることによって、フローチューブを主曲げモード
で励振させることができる。「振動式フローチューブを振動させるためのドライバ」とい
う表題を有するＭｉｃｒｏ　Ｍｏｔｉｏｎ　Ｉｎｃ．に付与された米国特許第６，０９２
，４２９号には、フローチューブを様々な振動モードで励振させるように構成されるドラ
イバ１８０Ｌ、１８０Ｒが開示されている。この発明はここで参照することにより援用さ
れるものとする。図２Ｂには、フローチューブの主曲げモードに対応する湾曲状態にある
フローチューブ１３０、１３０’が示されている。また、この振動モードは物質がフロー
チューブを流れていない状況に相当する。図２Ｂおよび図２Ｃのフローチューブ１３０、
１３０’の湾曲は明瞭さのために拡大されている。フローチューブ１３０、１３０’の実
際の湾曲ははるかに小さい。物質が振動フローチューブ１３０、１３０’を流れている時
、流れている物質はコリオリ力を生じさせる。このコリオリ力はフローチューブ１３０、
１３０’を湾曲させてさらなる振動モードで励振させる。図２Ｃには、コリオリ力により
励振された主振動モードが示されている。センサー１７０Ｌとセンサー１７０Ｒとの間に
検出される相対的位相差を用いてフローチューブ１３０、１３０’を流れる物質の流量を
求めることができる。流れのない状態（図２Ｂに記載）では、１７０Ｌと１７０Ｒとの間
に検出される流れに起因する位相差はないものの、ゼロオフセット状態に起因する位相差
が存在する可能性があることに留意されたい。いったん物質がフローチューブ１３０、１
３０’を流れると、１７０Ｌと１７０Ｒとの間に位相差が生じる。１７０Ｌと１７０Ｒと
の間に検出される位相差測定値は、システムの右側固有ベクトルの相対位相の尺度であり
、フローチューブを流れる物質の流量に比例する。θＲが右側固有ベクトルの相対位相に
等しく、θ１がフローチューブのセンサー１７０Ｌの位置の振動の位相測定値であり、θ

２がフローチューブのセンサー１７０Ｒの位置の振動の位相測定値である場合：
【００７５】
【数１５】

 
【００７６】
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時差Δｔは、位相差を振動数ωで除算することにより計算することができる。
【００７７】
【数１６】

 
【００７８】
また、時差Δｔはフローチューブを流れる物質の流量に比例し、質量流量計において通常
用いられる測定値である。ゼロオフセット量で物質流量測定値を補正して補正後のΔｔで
あるΔｔＣを導出することで、フローチューブ１３０、１３０’を流れる物質流量につい
てのさらに正確な定量値を計算することができるようになる：
【００７９】
【数１７】

 
【００８０】
本発明の１つの例示的な実施形態では、正常動作時、両方のドライバ１８０Ｌ、１８０Ｒ
を用いてフローチューブを主曲げ振動モードで励振させるようになっている。フローチュ
ーブを流れる物質の流量は、たとえば、右側固有ベクトルの相対位相を測定し、Δｔドメ
インへと変換してΔｔＲを求め、この値をゼロオフセット補正量で補正して、補正後のΔ
ｔであるΔｔＲＣを求めることにより算出される：
【００８１】
【数１８】

 
【００８２】
　ある実施形態では、フローチューブは、第一のドライバを周期的に駆動させ、第二のド
ライバを周期的に駆動させることにより励振され、第一のドライバおよび第二のドライバ
は互いに異なる位相で振幅変調されるようになっている。ある実施形態では、二つのドラ
イバ１８０Ｌ、１８０Ｒは両方とも共鳴周波数に一致する周波数で周期的に駆動されるよ
うになっている。これらの駆動信号は極めて低い周波数で振幅変調されている。この極め
て低い周波数とは、位相変移／周波数シフトが後に復調される切り換え周波数（ｃｙｃｌ
ｉｎｇ　ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ）のことである。これらの（切り換え周波数において）振幅
変調された駆動信号は位相が異なっている。共鳴周波数／駆動周波数における各ドライバ
への駆動信号は、実質的に同一の信号であり、対応する変調信号により乗算されている。
周期的スイープは正弦波状、矩形波状、ノコギリ波状などであってもよい。フローチュー
ブの複数の部位において振動と駆動信号との間の位相が測定される。これらの測定結果は
システムの左側固有ベクトルの相対位相を求めるために用いられる。ある実施形態では、
第一のドライバ（１８０Ｌ）の振幅変調駆動信号が最大振幅に達した時と第二のドライバ
（１８０Ｒ）の振幅変調駆動信号が最大振幅に達した時との間に生じる周波数シフトが測
定され、この周波数シフトがメーター電子機器２０に入力されるようになっている。次い
で、第一のドライバ１８０Ｌを駆動する駆動信号がある位相シフトだけオフセットされる
。次いで、第一のドライバ（１８０Ｌ）の振幅変調駆動信号が最大振幅に達する時と第二
のドライバ（１８０Ｒ）の駆動振幅が最大振幅に達する時との間に生じる周波数シフトが
測定される。周波数シフトが約０である場合には調節を行う必要はない。しかしながら、
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第一のドライバ（１８０Ｌ）の振幅変調駆動信号が最大振幅に達する時と第二のドライバ
（１８０Ｒ）の振幅変調駆動信号が最大振幅に達する時との間に生じる周波数シフトが依
然として検出可能である場合、第一の信号は、第一のドライバ（１８０Ｌ）の振幅変調駆
動信号が最大振幅に達する時と第二のドライバ１８０Ｒ）の駆動振幅が最大振幅に達する
時との間に生じる周波数シフトが実質的に検出可能でなくなるまで再度オフセットされる
。いったん周波数シフトが実質的に検出できなくなると、左側固有ベクトル係数間の相対
位相が、周波数シフトをほぼ検出できなくするのに必要な信号オフセットから計算される
。
【００８３】
　図３から明らかなように、このアプローチ固有の主要な難題として、システムの位相か
ら周波数への変換が非常に急激であるため、流量計全体にわたる比較的大きな位相変化に
対して非常に小さな周波数変化が生じることと、その逆方向の変換もまた難しいというこ
ととを挙げることができる。その結果、必要とされる周波数精度は、かなり高く、ナノヘ
ルツ程度である。この位相切り換えに対する従来のアプローチはドライバ１８０Ｌとドラ
イバ１８０Ｒとを２値的（ｉｎ　ａ　ｂｉｎａｒｙ　ｍａｎｎｅｒ）に効果的に切り換え
る（ｔｏｇｇｌｅ）ことである。このことは図４に示されている。この従来のアプローチ
は、信号が消滅するのに少なくとも数秒間（１５～３０）待ってから切り換えられた新た
なドライバからの新たな周波数を観察する必要とする。このような長い遅延は使用される
システムにとって非実用的である。このような急激な駆動動作（ｄｒｉｖｅ、ドライブ）
の遷移を用いて定期的に駆動動作が切り換えられる場合、駆動動作の遷移に対するシステ
ムの過渡応答が実際のところ決して完全に消滅してしまうことはない。このことは駆動周
波数の所望の変移を結局は不明瞭なものとしてしまうことになる。流量計５が閉ループフ
ィードバック信号で駆動される時、たとえば１つ以上のピックオフ信号がスケーリングさ
れ、フィードバックされ、駆動信号が生成される時、この位相から周波数への変換の特性
が特に顕著になる。このフィードバック駆動スキームの下では、本来システムの開ループ
特性における位相変化であるはずのものがそうではなく駆動周波数シフトとして現れる。
このことはフィードバック駆動システムの固有の特性である。というのは、定義により、
開ループシステムの位相はシステムのフィードバック部の位相と一致させなければならな
いからである。したがって、これら２つの位相を一致させるには駆動周波数の変更が必要
となる。このことは閉ループコントローラーから自動的にもたらされる。上述のように、
比較的大きな位相変化が比較的小さな周波数シフトとして現れるので、閉ループ駆動にお
いて位相効果を観察するのは、極めて困難なほどに挑戦的である。というのは、一般的に
周波数変化が、検出するには小さ過ぎるからである。
【００８４】
　図５Ａ～図５Ｃを参照すると、駆動信号振幅を周期的に切り換えることにより過渡信号
を最小に抑えるようになっている実施形態が例示されている。このアプローチにより時間
に対する駆動振幅の変化の傾斜が最小限に抑えられるため（ある与えられた必要な切り換
え周波数において）、システムに対する衝撃が最小限に抑えられる。このアプローチによ
り、駆動動作が完全に一方のドライバまたは他方のドライバにあるのはほんの一瞬の間だ
けである。図５Ａには、実質的に同位相にある２つの駆動信号の特性が示されている。図
５Ｂには振幅変調信号が示されている。図５Ｃには、第二のドライバの振幅が最小値に達
する時に第一のドライバの振幅が最大値に達し、第二のドライバの振幅が最大値に達する
時に第一のドライバの振幅が最小値に達する振幅変調駆動信号が示されている。
【００８５】
　図６は、例示的な実施形態におけるシステムの右側固有ベクトルの相対位相を求める方
法を例示するフローチャートである。正常動作時、ステップ５００で、両方のドライバ１
８０Ｌ、１８０Ｒを用いてフローチューブを励振させる。ドライバ１８０Ｌ、１８０Ｒは
周期的に切り換えられ、１８０Ｌが最大振幅にある時、１８０Ｒが最小振幅で駆動され、
１８０Ｌが最小振幅にある時、１８０Ｒが最大振幅で駆動される。ステップ５０２では、
ドライバ１８０Ｌが最大振幅でフローチューブを励振させるように切り換えられ、同時に
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、１８０Ｒが最小振幅でフローチューブを励振させるように切り換えられる。この期間、
ピックオフセンサー１７０Ｌとピックオフセンサー１７０Ｒとの間の位相が測定される。
これを位相差θ１と呼ぶ。
【００８６】
　ステップ５０４では、２つの駆動動作が周期的に切り換えられるにつれて、ドライバ１
８０Ｌが最小振幅でフローチューブを励振させ、同時に、１８０Ｒが最大振幅でフローチ
ューブを励振させる。ピックオフセンサー１７０Ｌとピックオフセンサー１７０Ｒとの間
の位相が測定される。特筆すべきことは、２つのピックオフセンサー１７０Ｒ、１７０Ｌ
の間の位相差が継続的に（ｃｏｎｔｉｎｕａｌｌｙ）測定されてもよいしまたは離散的に
（ｄｉｓｃｒｅｔｅ　ｔｉｍｅ　ｐｅｒｉｏｄ、個別の時間に）測定されてもよい。いず
れの場合であっても、これを位相差θ２と呼ぶ。
【００８７】
　ステップ５０６では、右側固有ベクトルの相対位相が計算される。ある実施形態では、
高周波数モードの残留柔軟性に起因するシステム雑音およびシステム位相が位相信号を重
み付け平均することにより減衰されるようになっており、したがって、ある実施形態では
、平均相対位相θＡＲが以下の式に従って計算することができるようになっている：
【００８８】
【数１９】

 
【００８９】
しかしながら、式（１４）以外の他の式も考えられている。
【００９０】
　図７は、ある例示的な実施形態に従って左側固有ベクトルの相対位相を求める方法を示
すフローチャートである。ステップ６００では、正常動作時、両方のドライバを用いてフ
ローチューブを励振させる。１８０Ｌが最大振幅にある時に１８０Ｒが最小振幅で駆動さ
れ、同時に、１８０Ｌが最小振幅にある時に１８０Ｒが最大振幅で駆動されるように２つ
のドライバ１８０Ｌ、１８０Ｒが周期的に切り換えられる。ステップ６０２では、ドライ
バ１８０Ｌにより用いられる駆動信号とドライバ１８０Ｒにより用いられる駆動信号との
間の周波数シフトが測定される。
【００９１】
　ステップ６０４では、２つの駆動動作が周期的に切り換えられる中、第一の信号がある
位相シフトだけオフセットされる。ステップ６０６では、周波数シフトが実質的に検出で
きなくなるまで第一の信号がオフセットされていく。ステップ６０８では、周波数シフト
をほぼ検出できなくなるようにするのに必要な第一の信号オフセットから左側固有ベクト
ル係数の相対位相が求められる。
【００９２】
　図８は、ある例示的な実施形態に従って流動時の流量計を実時間でゼロオフセット再較
正する方法を示すフローチャートである。ステップ７００では、正常動作時、両方のドラ
イバ１８０Ｌ、１８０Ｒを用いてフローチューブを周期的に励振させる。右側固有ベクト
ルの補正前相対Δｔが求められる。右側固有ベクトルの補正前相対Δｔがゼロオフセット
を用いて補正される。右側固有ベクトルの補正後相対Δｔを用いて流量計を流れる流体の
流量が求められる。ステップ７０２では、左側固有ベクトルの相対Δｔが周期的に求めら
れる。左側固有ベクトルの相対Δｔが残留柔軟性および電子クロストーク効果について補
正されてもよい。ステップ７０４では、左側固有ベクトルの相対Δｔおよび右側固有ベク
トルの補正前相対Δｔを用いて新たなゼロオフセットが求められる。新たなゼロオフセッ
トが前のゼロオフセットと交換され、上述の方法がステップ７００から再び開始される。
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新たなゼロオフセットを計算し、それを流量計に入力することにより、物質が流量計を流
れている間に流量計をゼロ流量状態について再較正されることになる。
【００９３】
　１つの例示的な実施形態では、較正と較正との間の時間間隔を一定にするように再較正
を行う時間が決定されるようになっていてもよい。他の例示的な実施形態では、環境また
は配管システムに変化が検出された時に再較正が行われるようになっていてもよい。たと
えば、温度の変化がしきい値より大きい時に再較正が行われるようになっていてもよい。
再較正を何時行うかの判断が周期タイマーと環境変化の検出とを組み合わせたものに基づ
くものであってもよい。高精度を必要としないシステムよりも高精度を必要とするシステ
ムに対して再較正と再較正との間の期間が短くなるようになっていてもよい。左側固有ベ
クトルの相対位相を測定するためにドライバ１８０Ｌとドライバ１８０Ｒとを切り換える
ことが流量計の正常動作（すなわち、右側固有ベクトルのΔｔを用いて流量を測定するこ
と）を中断させなければならないということを意味しない。さらに他の実施形態では、流
量計の零点の変動が監視されているようになっているだけである。したがって、ゼロ検証
ツールについての実施形態も考えられている。これは、たとえば特定の状況下以外では零
点の変動が許されない管理輸送の如き複数の用途において有用である。
【００９４】
　しかしながら、上述のように、従来のアプローチにおいて遭遇する問題は、ドライバ１
８０Ｌ、１８０Ｒを切り換えることに起因する位相効果をコントローラからの他の過度的
効果から分離させることに関するものである。具体的にいえば、ドライバ１８０Ｌ、１８
０Ｒを急激に切り換えると、望ましくない過渡応答に対してシステムが反応してしまう恐
れがある。駆動コントローラは、システムにおいてこれらの段階変化（ｓｔｅｐ　ｃｈａ
ｎｇｅｓ）を強化する傾向がある。この急激な駆動動作の遷移（ａｂｒｕｐｔ　ｄｒｉｖ
ｅ　ｔｒａｎｓｉｔｉｏｎ）を用いて定期的に駆動動作を往復して切り換える場合、遷移
に対するシステムの過渡応答がまったく消滅しないため、駆動周波数の望ましい変移が不
明瞭なものとなる。他の問題として周波数測定感度が挙げられる。２つのドライバ１８０
Ｌ、１８０Ｒの切り換えの際に生周波数信号（ｒａｗ　ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ｓｉｇｎａ
ｌ）を検査する場合、対称とする変動が雑音の影響で不明瞭になってしまうという問題が
ある。信号処理方法および電子機器についてはＭｉｃｒｏ　Ｍｏｔｉｏｎに付与された米
国特許第５，７３４，１１２号に説明されている。この特許はここで参照することにより
援用されるものとする。
【００９５】
　行われる様々なΔｔの計算に関しては、信号プロセッサはフローチューブの曲げ振動モ
ードの振動の周波数の推定値に依存している。ヒルバートフィルタに基づく周波数推定ア
プローチは、従来から知られているものの、望ましい精度を考えると雑音が多すぎること
が分かっている。ある実施形態では、改良された周波数推定フィルタを用いてこの正弦波
サイクルアプローチを向上させるようになっていてもよい。具体的にいえば、改良適応ノ
ッチ周波数推定器を用いるようになっている。改良適応ノッチ周波数推定器はヒルバート
フィルタよりもはるかに正確な周波数推定値を提供することができる。図９には、ヒルバ
ートフィルタ（Ｈ）と適応ノッチフィルタ（ＡＮ）との２つの周波数推定器を用いて左側
固有ベクトルにより誘発される周波数の変動が示されている。改良適応ノッチフィルタの
方がよりきれいである。このことは、左側固有ベクトルの位相を除去するとより明確にな
る。ヒルバートフィルタを用いた場合に存在する雑音の標準偏差は改良適応ノッチフィル
タの雑音の標準偏差の５００倍を超えている。
【００９６】
　ある実施形態では、改良適応ノッチフィルタは、入力信号に適用される周波数変調二次
無限インパルス応答フィルタである。改良適応ノッチフィルタの中心周波数は出力を最小
限に抑えるように適応される。純音信号の場合、このことはフィルタの周波数が入力信号
の周波数と一致する場合に該当する。多重音信号の場合、フィルタは存在する最大音に自
動追尾する。適応された中心周波数を超えると、フィルタの動作はフィルタの先鋭度αと
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周波数の適応率λとの２つの設計パラメータにより制御される。ある実施形態では、先鋭
度（α）は静的設計パラメータとして維持され、通常製造段階において規定されるように
なっている。周波数の適応率（λ）というパラメータは周波数変調信号に対する感度に影
響を与える。ある例示的な実施形態では、改良適応ノッチフィルタの変調周波数は次の式
により表されている：
【００９７】
【数２０】

 
【００９８】
　この式では、α＝フィルタの先鋭度であり、λ＝周波数の適応率であり、ｄｔ＝フィル
タのサンプリングレートであり、ｆｍ＝変調周波数である。
【００９９】
　したがって、サンプリングレート、αの値、変調周波数ｆｍが与えられると、適切な値
の周波数の適応率（λ）が次の式で求められる：
【０１００】
【数２１】

 
【０１０１】
　このようにして、従来の汎用適応ノッチフィルタを用いるよりも数１０倍程度正確に既
知の変調周波数における周波数変調が追跡される。
【０１０２】
　図１０は、ある実施形態に従って周波数変調改良適応ノッチフィルタを用いる方法を示
すフローチャートである。最終的に、周波数推定値が左側固有ベクトルの相対位相から計
算される。ステップ９００では、左側固有ベクトルの相対位相が計算される。ステップ９
０２では、フィルタの応答時間に対応する先鋭度パラメータ（α）がフィルタに入力され
る。ある実施形態では、このパラメータは流量計の組立て・検証時に求められるようにな
っている。ステップ９０４では、ノッチフィルタ変調周波数（ｆｍ）がフィルタに入力さ
れる。ステップ９０６では、先鋭度パラメータ（α）およびノッチフィルタ変調周波数パ
ラメータ（ｆｉｎ）に基づいて適応率パラメータ（λ）が計算される。ある例示的な実施
形態では、この計算のために式（１５）が用いられるようになっている。しかしながら、
他の式も考えられている。この式（１５）に実施形態が限定されることはない。ステップ
９０８は、第一のドライバ（１８０Ｌ）の振幅変調駆動信号が最大振幅に達する時と第二
のドライバ（１８０Ｒ）の振幅変調駆動信号が最大振幅に達する時との間に生じる周波数
シフトを入力し、第一の駆動信号を位相シフトオフセット分だけオフセットすることに相
当する。このことは、実質的に周波数シフトが検出できなくなるまで第一の信号オフセッ
トを調節することを必要とする。ステップ９１０では、周波数シフトを実質的に検出でき
なくするのに必要な第一の信号オフセットから左側固有ベクトル係数の相対位相が求めら
れる。
【０１０３】
　関連する他の実施形態では、上述のような純周波数推定器を用いることに代えて、既知
の変調周波数で周波数変調信号が抽出されるようになっている。既知の周波数ωＣにおい
て固定変調がなされる周波数変調信号を考える：
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【０１０４】
【数２２】

 
【０１０５】
ある実施形態では、目的がΔωを測定することにあり、この測定のための１つの方法が信
号ｙをその時間遅延バージョンと比較することと、その位相差φ（ｐｈｉ）を演算するこ
ととを含んでいる：
【０１０６】

【数２３】

 
【０１０７】
位相が周波数の積分として定義されるので、ある例示的な実施形態では、限定するわけで
はないが、位相は次の式で計算することが可能である：
【０１０８】

【数２４】

 
【０１０９】
変調周波数ωＣが既知であるので、時間遅延Δｔが次のように変調周波数の４分の１周期
として選択される：
【０１１０】

【数２５】

 
【０１１１】
式（１９）は次のように単純化される：
【０１１２】
【数２６】

 
【０１１３】
この式は、ＤＣ値＋変調周波数における正弦波を表し、その振幅はΔωに比例している。
したがって、既知の変調周波数における周波数変調の振幅にあっては、信号の位相をその
適切に遅延されたバージョンと比較し、得られた正弦波周波数変調の振幅を計算すること
により導出することが可能となる。したがっていうまでもなく、この技術は、期待周波数
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【０１１４】
　上述の実施形態では、両方のドライバ１８０Ｌ、１８０Ｒを用いて左側固有ベクトルの
相対Δｔを求めるようになっている。さらに他の実施形態では、一度に一つのドライバだ
けが用いられるようになっていてもよい。たとえば、単一のドライバ１８０Ｌを駆動し、
ピックオフセンサー１７０Ｌにおける位相を測定し、次いで、他方のドライバ１８０Ｒを
駆動し、次いで、同じピックオフ１７０Ｌにおける位相を測定することにより、各ドライ
バの固有の寄与を識別することができる。低減衰流量計によりもたらされる固有の欠点は
、第一のドライバの応答の消滅に最大５分またはそれ以上の時間を必要とすることであり
、第二のドライバを駆動することができるようになるには第一のドライバの応答が消滅す
ることが必要である。現実世界の多くの状況下では、このアプローチは時間遅延が長いた
めに事実上役に立たつアプローチではない。というのは、環境条件が速い速度で変わって
しまうため測定結果を用いることができなくなるからである。したがって、ある実施形態
では、この時間遅延問題に対する一つの解決策が提供されている。
【０１１５】
　ある実施形態では、ドライバの力を較正してシステムの精度を向上させるようになって
いる。従来の単一ドライバ式流量計では、捻れモードのモード形状のノードに駆動コイル
を配置してセンサーのバランスを取るように設計されている。このようにすることによっ
て、ドライバが直接捻れモードを励振させることが非常に困難なものとなり、捻れモード
の励振が直接ピックオフセンサー１７０Ｌ、１７０Ｒにおいて測定される駆動位相に大き
く影響を及ぼさなくなり、それにより、流量測定における零点誤差の１つの潜在的な原因
が取り除かれる。しかしながら、２重ドライバアプローチでは、２つのドライバ１８０Ｌ
、１８０Ｒが捻れモードのノードに配置されていないため、直接捻れモードを励振させて
しまう危険性がある。以上の理由により、直接捻れモードを励振させてしまうことは重要
な問題である。相対捻れモード応答（駆動モード応答と比較）は、密度と温度との関数と
して変化しうる。したがって、駆動モードが捻れモードに比較的近い場合、相対捻れモー
ド応答は増大することになる。これは、純粋なゼロ点効果ではなく、どちらかといえば、
少なくとも部分的には駆動周波数に依存する流量誤差である。まず、単一ドライバ式流量
計のドライバの配置などにより捻れモードが励振されない場合、この誤差の原因が取り除
かれることになる。
【０１１６】
　したがって、ある実施形態では、システムゲインを補正し、捻れモードを抑制しながら
駆動モードの駆動を可能とするドライバ力プロジェクションベクトル（Ψｄｒ）およびピ
ックオフモーダルフィルタベクトル（Ψｐｏ）が選択されるようになっている。この主た
る目標は、図１１に示されているように、両方のドライバ１８０Ｌ、１８０Ｒおよびピッ
クオフセンサー１７０Ｌ、１７０Ｒにおける捻れモードを抑制することにある。このこと
は、標準的な単一ドライバ式流量計からの改良である。標準的な単一ドライバ式流量計は
、本質的に、ドライバにおける抑制のみを可能とし、ピックオフセンサー１７０Ｌ、１７
０Ｒが捻れモード応答を測定してしまうことを防止することに関しては何もしない。
【０１１７】
　ステップ１１００では、捻れモードを励振させることなく駆動モードを励振させるため
に、得られた残余マトリックスから捻れモードのモード形状（すなわち、固有ベクトル）
が求められる。ステップ１１０２に示されているように、捻れモードの左側固有ベクトル
および右側固有ベクトル（すなわち、ピックオフおよびドライバのモード形状）を用いて
、直交駆動モードベクトル（ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ　ｄｒｉｖｅ　ｍｏｄｅ　ｖｅｃｔｏ
ｒ）が設計される。ある実施形態では、このことは次の式を用いて達成されるようになっ
ている：
【０１１８】
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【数２７】

 
【０１１９】
　ステップ１１０４に記載のように、ベクトルΨｄｒを用いて２重ドライバ式流量計を駆
動させ、ベクトルΨｐｏを用いてピックオフセンサー１７０Ｌ、１７０Ｒを組み合わせて
フィードバックを求めることにより、捻れモードの所望の抑制が実現される。というのは
、次の式に示される関係があるからである：
【０１２０】
【数２８】

 
【０１２１】
　捻れモードのモード形状を測定することが理想的であるかもしれないが、他の実施形態
では、駆動モードのデータのみが用いられるようになっている。このアプローチは、上述
のアプローチに類似しているものの、駆動される流量計のバランスが保たれているので、
駆動モード形状および捻れモード形状が一般的に次の式で表されるということがさらに仮
定されている：
【０１２２】
【数２９】

 
【０１２３】
　次いで、これらはトランスデューサ利得によってのみ次のようになる：
【０１２４】
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【数３０】

 
【０１２５】
したがって、流量計が対称な場合、上述のように左側固有ベクトルおよび右側固有ベクト
ルが測定されるので、左側固有ベクトルおよび右側固有ベクトルの捻れモードの推定をさ
らに行うことが可能となる。その時点から上述のアプローチと同じアプローチを用いて、
捻れモードを抑制するドライバプロジェクションベクトルおよびピックオフモーダルフィ
ルタベクトルが導き出される。流量計の製造工場での初期較正であれまたは現場での較正
であれ、いずれのアプローチでも流量計の較正に適用可能である。したがって、捻れモー
ドを直接励振させないように、ドライバゲインおよび／またはピックオフゲインを調節し
てさらに安定な流量推定値が求められるようになっている。これらの方法は、２重ドライ
バ式システムにより適しているが、２つのドライバ１８０Ｌ、１８０Ｒを超える数のドラ
イバおよび／または２つのピックオフ１７０、１７０Ｒを超える数のプックオフセンサー
を備えるシステムにも適用可能である。
【０１２６】
　２重ドライブ式流量計の場合、左側ピックオフチャンネルの前方端側回路と右側ピック
オフチャンネルの前方端側回路との間のドリフトに起因する電子的なゼロ点の望ましくな
いドリフトは、流量計の正確さを低下させてしまうような問題となる恐れがある。もちろ
ん、ゼロ点のドリフトは、たとえば上述の方法により補償することが可能であるものの、
これらの方法のみで、アナログ－デジタル（Ａ／Ｄ）変換器および入力回路ならびにデジ
タル－アナログ（Ｄ／Ａ）変換器および出力回路における位相ドリフトおよび振幅ドリフ
トから発生し、測定結果に影響を与えることが知られている他の不正確さの原因に対して
対処することはできない。ある実施形態では、Ａ／Ｄ変換器およびＤ／Ａ変換器に伴う位
相ドリフトおよび振幅ドリフトが補償されるようになっている。
【０１２７】
　通常、Ａ／Ｄ変換器はそれぞれ対応するフローチューブセンサーの出力信号からアナロ
グ信号を受け取る。プロセッサは、Ａ／Ｄ変換器に制御信号を印加し、Ａ／Ｄ変換器から
デジタル化されたサンプル値を受け取る。限定するわけではないが、たとえば、プロセッ
サが、チャンネルとチャンネルとの間のサンプリングされた位相差からΔｔ値を求め、次
いで、Ｄ／Ａコンバータがデジタル信号値を質量流量に比例するアナログ信号に変換する
ようになっている。当業者にとって明らかなように、様々な構成部品により必要とされる
クロック信号が、たとえば水晶制御発振器または市販されている複数のクロック発生集積
回路のうちのいずれかの如きいかなる周知のクロック生成技術によって生成されるように
なっていてもよい。
【０１２８】
　通常、Ａ／Ｄ変換器は、複数の変換器とＤＳＰプロセッサに接続される通信バスとを備
え、単一の集積回路に具現化される。このことは、サンプリングされた信号と信号との間
の位相関係が、プリント回路板を経由して物理的に分離されたＡ／Ｄ変換器回路へと延び
ている信号トレースの影響を受けたものではなく、振動するフローチューブのコリオリ力
に起因するものであることを担保する助けとなる。このようなものとして多くのステレオ
Ａ／Ｄ変換器チップが当業者に知られている。このようなチップの一例がクリスタルセミ
コンダクタＣＳ５３２９、２チャンネル式ステレオＡ／Ｄ変換器である。上述の信号処理
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方法および信号処理電子機器については米国特許第５，７３４，１１２号によりさらに詳
細に開示されている。
【０１２９】
　入力位相オフセットは単に電子的ゼロのことであり、当該技術分野において周知事項で
ある。Δｔ信号を流量に変換する前に一定の２つの入力チャンネル間の位相オフセットが
減算される。歴史的にみて、入力位相ドリフトは、主として、入力回路コンポーネントと
入力回路コンポーネントとを正確にマッチングさせることにより対処されてきた。他方、
入力振幅オフセットは、標準的な単一ドライブ式流量計にとってそれほど大きな問題では
ないものの、二重ドライブ式流量計にとっては重要な対処すべき問題である。ピックオフ
信号から導出されるモーダルフィルタベクトルが最適化されることを担保することが望ま
しい。たとえピックオフ位置、すなわちピックオフセンサー１７０Ｌ、１７０Ｒにおける
固有ベクトル係数が対称であるとしても、ピックオフセンサー１７０Ｌ、１７０Ｒの入力
回路とＡ／Ｄ変換器とが相互間にバイアスまたはオフセットを有している場合もある。
【０１３０】
　同様に、入力振幅オフセットは、標準的な単一ドライブ式流量計にとってそれほど大き
な問題ではなく、ほとんどの場合無視される。ピックオフ振幅は駆動制御に用いられ、最
大ピックオフ信号が振幅フィードバック信号として用いられる。通常、スマート流量計検
証（Ｓｍａｒｔ　Ｍｅｔｅｒｓ　Ｖｅｒｉｆｉｃａｔｉｏｎ）により、右側ピックオフの
剛性と左側ピックオフの剛性との間にかなり大きな差が測定されている。このオフセット
は、各ピックオフについて、振幅オフセットを無視しながら上述の剛性を工場のベースラ
イン剛性を基準として正規化することにより対処されている。
【０１３１】
　ピックオフ信号から導出されるモーダルフィルタベクトルが最適化されることを担保す
ることが望ましい。このことは、ピックオフ位置、すなわちピックオフセンサー１７０Ｌ
、１７０Ｒにおける固有ベクトル係数が対称であると仮定している。しかしながら、ピッ
クオフセンサー１７０Ｌ、１７０Ｒの入力回路およびＡ／Ｄ変換器は相互間にバイアスま
たはオフセットを有しうる。入力回路の予備較正を実施し、この較正ステップの間、１つ
のピックオフを両方のチャンネルの中に同時に供給しうる。したがって、前方端側回路が
同じ電圧を読む取ることを担保するためにソフトウェアゲインを調節することができる。
この較正ステップは、通常、モーダルフィルタベクトルの計算前に行われ、製造環境にお
いて容易に実施することができる。位相ドリフトを最小限に抑えるために必要となるコン
ポーネントとコンポーネントとの正確なマッチングを行うことにより、振幅ドリフトを無
視することができるということを合理的に期待することができるようになる。ある実施形
態では、２つのドライバを流れる電流を入力として測定し、電流測定用の入力回路および
Ａ／Ｄ変換器をピックオフ入力チャンネルに関して較正することができるようになってい
る。実施形態によっては、電流測定の較正に、限定するわけではないがたとえばリレイま
たは外部からのアクセスが可能なジャンパ（ｊｕｍｐｅｒｉｎｇ）の如きハードウェアが
組み込み電子機器にさらなる設けられるようになっている場合もある。
【０１３２】
　二つのドライバ１８０Ｌ、１８０Ｒの２つ出力チャンネルの振幅オフセットが、捻れモ
ードの残留柔軟性応答を励振して妨害信号を発生する場合もある。ある実施形態では、２
つの出力回路の較正が同じ信号を両方の駆動チャンネルへ送ることにより実施されるよう
になっている。次いで、測定された両方の電流値が相互に比較され、測定された両方の電
流値が等しくなるまで２つの出力チャンネルのうちの一方の出力チャンネルのゲインが調
節される。このことにより、２つのドライバ１８０Ｌ、１８０Ｒの出力電流が等しくなる
ことが担保され、次いで、上述の力プロジェクションベクトルの計算が正確に行えること
が可能となる。したがって、電子機器コンポーネント／信号を正しくマッチングさせるこ
とにより振幅ドリフトを無視できるようになる。
【０１３３】
　上述の実施形態の詳細な記載は、本発明の技術範囲内に含まれるものとして本発明者が
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考えているすべての実施形態を完全に網羅するものではない。さらに正確にいえば、当業
者にとって明らかなように、上述の実施形態のうちの一部の構成部材を様々に組み合わせ
てまたは除去してさらなる実施形態を作成してもよいし、また、このようなさらなる実施
形態も本発明の技術範囲内および教示範囲内に含まれる。また、当業者にとって明らかな
ように、本発明の技術および教示の範囲に含まれるさらなる実施形態を作成するために、
上述の実施形態を全体的にまたは部分的に組み合わせてもよい。以上のように、本発明の
特定の実施形態または実施形態が例示の目的で記載されているものの、当業者にとって明
らかなように、本発明の技術範囲内において様々な変更が可能である。本明細書に記載の
教示を上述のかつそれに対応する図に記載の実施形態のみでなく他の振動式システムにも
適用することができる。したがって、本発明の技術範囲は下記の請求項によって決められ
るものである。
 

【図１】 【図２Ａ】

【図２Ｂ】

【図２Ｃ】
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